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· 申告準備は万全ですか？

平成17年より、消費税の課税事業者の判定が1,000万円となりました。つまり、基準期間（その年の前々年）である平成15年の課税売上高が1,000万円を超えると平成17年分について消費税の納税義務者となり、平成18年3月に申告納税する必要があります。

· 消費税は納税者が負担する者です。

本来消費税は消費者が負担する税金であり、事業者は預かったり預けたりして差額を税務署に納付する納税義務者に過ぎません。
しかしながら、その納付すべき消費税額を正確に計算するために、帳簿の備付と請求書等の保管を義務付けられています。（本則課税）

· 安易に簡易課税を選択していませんか？

事務負担を軽減するため、帳簿の備付が不要で売上高に係る消費税額の10%～50％（事業により区分されています）を納付すべき消費税として容易に計算できる簡易課税が規定されています。
しかし、売上高の何％かで計算するので、得することもありますが、損することもあります。
すなわち、事業者が消費税を負担することになります。

· 帳簿の備付で所得税でも65万円の控除が
　受けられます。

正規の簿記の原則に従って記帳することによって、青色申告特別控除が最大の65万円の控除が受けられます。必要経費はお金が動くことがないと、売上高から控除できません。
しかし、青色申告特別控除は記帳することによりお金が動くことなく、売上高から控除できます。
国が認めた恩恵ですので、節税には欠かすことができません。
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記帳することが節税の第一歩です。

正確で、適時な記帳をすれば所得税対策にもなります。試算表によって、本則課税が有利なのか、簡易課税が有利なのかのシミュレーションも容易にできるようになります。余分な税金を払わないのが、本来の節税です。また将来、予定外の資金が必要になるかも知れません。金融機関から融資を受けるためにも記帳は必要です。

· ㈲プロブシステムは専門家集団です。

㈲プロブシステムは税理士、社会保険労務士、ＦＰ、経営コンサルタント、システムエンジニアが事業者のあらゆるニーズにも対応できるワンストップオフィスを目指して設立した会社であります。低価格で安心して、万全のサポートが受けられます。ご相談ください。
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お気軽にお問い合わせ下さい








トータルビジネスをサポートします。





有限会社　プロブシステム


　　〒516-0077


　　　三重県伊勢市宮町1-9-20　杉ビル2F 


　　ＴＥＬ：0596）20-6300


　　ＦＡＸ：0596）20-6301


　　ＵＲＬ：http://www.probesystem.co.jp


　　ＥMail：info@probesystem.co.jp





なお、すでに税理士、公認会計士、社会保険労務士の先生とお取引のある方には、蛇足でございますので、ご容赦ください








Probesystem Corporation

